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第３章 新エネルギー導入の基本方向 

 

１ 三重県における新エネルギー導入のねらい 

 

①「環境先進県」を実現する循環型社会の構築 

三重県の豊かな自然と調和し、環境への負荷が少ない循環型社会をつくり上げるた

めに、地球温暖化の原因となる二酸化炭素排出抑制や、太陽光、風力、バイオマスエ

ネルギーなど自然エネルギーの導入促進、省資源、省エネルギーの取り組みなど、物

質とエネルギーの両面からのリサイクルの仕組みづくりを進める。 

 

②地域におけるエネルギーセキュリティの向上 

電力や都市ガスのような集中生産ネットワーク供給型のエネルギー供給システム

は、震災等の大規模な災害時には広範囲にわたって供給が難しくなることが考えられ

る。このため、自立分散型のエネルギー供給システムの整備を進めることは、災害に

強いエネルギー供給体制を確立することにつながる。また、ほぼ全量を輸入する石油

に大きく依存している現状のエネルギー供給体制は、安定供給という観点から問題が

あり、地域レベルで石油に依存しないエネルギー供給体制を強化していくことが望ま

れている。 

新エネルギーの多くは、石油に依存しないエネルギーであり、地域に分散した自立

型のエネルギーシステムを構成することから、新エネルギーの導入を積極的に進める

ことによって、地域におけるエネルギーセキュリティの向上を図る。 

 

③エネルギー問題の解決に向けた地域レベルからの貢献 

エネルギーの問題は、現代社会の根幹に関わる重要な問題であり、その解決のため

には、あらゆる主体がそれぞれの役割を積極的に果たしていくことが不可欠である。 

新エネルギーは、地域レベルでその利用可能性を十分に検討し、行政が率先的に導

入するとともに、地域全体として計画的に利用等を進めることが重要である。一方で、

住民・事業者レベルからの自発的な取り組みによって導入を促進していかなければ、

なかなか普及が進まないのが現状である。 

こうしたことから、住民、事業者、行政の各主体に働きかけ、各主体の協働によっ

て新エネルギーの導入促進を図り、エネルギー問題の解決に地域レベルから貢献する

ことを目指す。 
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２ 新エネルギー導入の可能性 

 

（１）地域特性と新エネルギーの可能性 

エネルギーに係わる三重県の基本的な地域特性として、細長い県土、長い海岸線、長い

日照時間等の自然特性、持ち家比率および自動車保有率が高く全国平均よりも高齢化が

進展しているという社会特性、北部には大規模工場が存在し中南部では比較的農業が盛

んであるという産業特性などが挙げられる。 

また、三重県のエネルギー消費の特性として、製造業のエネルギー消費の構成比が大き

いこと、産業・民生・運輸の各分野ともにエネルギー消費の伸びが全国よりも大きいこ

と、石油依存度が高く都市ガスの普及が遅れていることなどが挙げられる。 

さらに、新エネルギー賦存状況の特性として、太陽エネルギーは、住宅のほか工場・倉

庫等の賦存量が大きいこと、風力は、実現に当たって地形上の制約等の課題があるもの

の、県内一般には風況良好地点が県全体の 1/3 程度あること、また、海水および河川の

温度差エネルギーが豊富であること、県中南部を中心に農産系、林産系、畜産系のバイ

オマスエネルギーの賦存があることなどが挙げられる。 

一方、新エネルギー技術や利用の動向としては、太陽熱利用や廃棄物エネルギー、クリ

ーンエネルギー自動車、コージェネレーションのような技術的には実用化し、採算性も

ほぼ確立されているものから、燃料電池のように、現時点では技術的な成熟度が低いも

のの将来的な可能性の大きいものまで様々である。また、考慮すべき国内・国際情勢と

して、エネルギーセキュリティの確保や地球温暖化問題への対応等が挙げられる。 

このような事情を総合的に考え併せると、「三重県全体に導入が期待できる新エネルギ

ー」として、太陽光発電、太陽熱利用、廃棄物エネルギー、クリーンエネルギー自動車、

コージェネレーション、「県内の特定地域で導入可能性のある新エネルギー」として風

力発電、バイオマスエネルギー、河川水・海水の温度差エネルギー、工場排熱等、「将

来的には可能性のある新エネルギー」として燃料電池、下水の温度差エネルギー、海洋

エネルギーがそれぞれ想定される。 

 



  

 

 

【県全体に導入が期待できるもの】 

・太陽光発電 

・太陽熱利用 

・廃棄物エネルギー 

・クリーンエネルギー自動車 

・コージェネレーション 

 

【特定地域で導入可能性のあるもの】 

・風力発電 

・バイオマスエネルギー 

・河川水、海水の温度差エネルギー 

・工場排熱等 

 

【将来的には可能性のあるもの】 

・燃料電池 

・下水の温度差エネルギー 

・海洋エネルギー 

 

・細長い県土、長い海岸線 

・長い日照時間 

・持ち家比率および自動車保有率が高い 

・高齢化が進展 

・大規模工場の存在（特に北部） 

・比較的農林業が盛ん（特に中南部） 

・中小都市が程良く分散して存在 

・県土面積に占める自然公園の割合が高い 

・製造業のエネルギー消費の構成比が大きい 

・各分野ともにエネルギー消費の伸びが大きい 

・石油依存度が高い 

・都市ガス化は遅れている 

・太陽エネルギーは、住宅（四日市市、津市、 

 鈴鹿市等）および工場・倉庫が大きい 

・風力は、県全体の約 1/3 について風況がよい

とされているが、詳細な調査を必要とする 

・海水および河川の温度差エネルギーは豊富で、

下水の普及はこれからである 

・県中南部を中心に農産系、林産系、畜産系廃

棄物が多く発生している 

・四日市市等で一般廃棄物、産業廃棄物が多い 

＜三重県の地域特性＞ 

【基本特性（全国比）】 

【エネルギー消費特性】 

【新エネルギー賦存特性】 

エネルギーをめぐ

る国内・国際情勢 

新エネルギー 

技術・利用動向 

三重県で導入が期待される 
新エネルギー 
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（２）新エネルギーの特性と可能性 

これまで、県内に賦存する新エネルギーについて量的な側面からの検討を行ってきた。

しかし、新エネルギーは、賦存量が多ければ必ず有望であるとは言い難く、エネルギー

の質（変動の有無、温度等）、需要とのバランス、および利用上の制約を十分に考慮し

て判断する必要がある。 

例えば、太陽や風力エネルギーは、採取できるエネルギーが気象条件に大きく影響され

る。河川水は季節により流量に 50％程度の変動が生じるなどの質的特性に加えて、利用

に伴う環境影響や水利権の問題など制約が多い。また、熱エネルギーの供給には配管等

の整備が必要なことや、輸送による熱損失が大きいこと等から長距離輸送が難しく、コ

ストの上でも利用は近隣エリアに限定される。一方、電気エネルギーは、熱エネルギー

に比べて輸送は容易であり、余剰電力を遠くまで輸送して売電することもできるが、家

庭用の太陽光発電等を除けば、現時点では売電単価に比較して発電コストが高くなる場

合が多く、コストの回収が難しい。 

このような定量的以外の諸条件を考慮した各新エネルギーの利用可能性は、以下のよう

に整理される。 
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最近の動向・将来の
可能性等 

・現在商用化されている太陽電池モジュールの効率は、単結晶
12～15％、多結晶 10～14％、アモルファス６～８％程度であ
るが、ＮＥＤＯ等における基礎研究段階では、変換効率 33％
以上の超高効率太陽電池なども登場している。 
・さらなる低コスト化や周辺機器のインバータ等の高効率化の研
究も進められている。 

三重県における利用
可能性 

・三重県は比較的日射条件に恵まれていることと、太陽光発電は
太陽電池パネルが設置できればほとんどの施設には導入が可
能であることから、全県的に積極的な利用が期待される。 
・三重県の持ち家比率が高いことは住宅用の普及にはプラスであ
ると考えられる。また、面積の大きい工場・倉庫等の屋上およ
び壁面等の活用も期待される。 
・技術的にはほぼ実用化しているものの、採算性については未だ
確保されているとはいえないが、ランニングコストがほとんど
必要ないことから、初期設置費用を軽減できれば、利用の拡大
は急速に進むものと考えられる。 
・将来的には、より一層の低コスト化や高効率化が見込まれるた
め、中長期的には支援を必要としない自主的な利用も拡大する
と考えられる。 
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三重県における利用
可能性 

・三重県は比較的日射条件に恵まれていることと、太陽熱利用は
集熱器が設置できればほとんどの施設には導入が可能である
ことから、全県的に積極的な利用が期待される。 
・エネルギー採取地での消費が原則となることから、一般家庭へ
の導入の他、給湯需要の多い福祉施設等への導入が特に期待さ
れる。 
・三重県の持ち家比率が高いことは住宅用の普及にはプラスであ
ると考えられる。 
・技術的には十分実用化しており、季節や利用時間など熱需要の
状況によっては採算も十分期待できるため、普及啓発や的確な
情報提供があれば、自主的な導入が促され、利用拡大につなが
ると考えられる。 
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三重県における利用
可能性 

・ＮＥＤＯ作成の全国風況マップからの分析では、県全体の概ね
1/3 の地域で風況がよいと見込まれる。 
・傾斜地や道路・送電線のない地域、および市街地や自然公園・
港湾等の規制地域を除外すると、適地はかなり限定される。 
・中部電力の風力発電からの電力購入単価は、現時点では 17 年
間の長期契約で 11.7 円/kWh であり、風況によっては経済的に
成立することが期待される。 
・青山高原周辺では、平均風速が７m/s以上と大きく、既に久居
市において 750kW×４基の設置実績があるが、今後もさらなる
増設の計画がある。 
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三重県における利用
可能性 

・三重県は県土に中小都市が散在しており、収集コスト等を考慮
するとごみの集中処理にはマイナスとなる場合が多く、一度分
散処理してから有効利用するＲＤＦ化処理に向いている地域
が多いと考えられる。 
・人口が集中していて、狭い範囲である程度の量のごみが確保で
きるような地域では、高効率なごみ発電の導入が期待される。 





 -32-

 

最近の動向・将来の
可能性等 

・畜産系バイオマスは、他の有効利用が比較的難しいことと、メ
タン発酵によって扱いやすい気体燃料としての利用可能性が
高いことなどから、日本においては最近のバイオマス利用の中
心的な対象となっている。 
・おがくずを利用した発電などは、従来技術で十分対応できるも
のであり、従来から地道な取り組み事例がある。こうした林産
系のバイオマス利用は、近年、林野庁等で利用研究会が設置さ
れるなど、注目度が増している。 
・海外では、バイオマスのガス化発電が実用化に近い状況になっ
ている。 
・エネルギー利用を目的とする植物栽培は、食糧用と競合すると
ともに、現時点では既存燃料と比較して価格が高いため、実用
化に至っていない。 
・研究レベルでは、農林産系のバイオマスを微生物や酵素によっ
て糖化・発酵させてアルコールを製造したり、木材などの粉砕
物を高温高圧処理して液体燃料を製造する技術も開発が進め
られている。 

三重県における利用
可能性 

・三重県の中山間地域では農林畜産業が盛んで、それぞれの盛ん
な地域を中心として、農産系、林産系、畜産系バイオマス利用
の可能性が期待できる。 
・三重県の地域特性を活かせば、全国に先駆けてバイオマス利用
技術や集積・輸送・保存ノウハウを蓄積することのできる素地
があると考えられる。 
・利用技術の研究開発とともに、コストアップの要因となる集
積・輸送・保存方法等が解決すべき大きな課題となる。 
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最近の動向・将来の
可能性等 

・最近はＰＥＦＣ型の燃料電池への注目が高まっており、2003
年前後に家庭用の商品化、2005 年前後に自動車用の商品化を
目指して国内外のメーカーにおける開発が進められており、低
コスト化と併せて急速な普及が期待される。 
・今後、小型化されコスト面での問題が解決されれば、自動車に
搭載されるだけでなく、小規模コージェネレーションシステム
としての普及が期待される。 

三重県における利用
可能性 

・将来、既設の石油コージェネレーションの置換え用として､ま
た、事業所や家庭の小規模コージェネレーション用あるいは自
動車用のエネルギー源として普及する可能性がある。 
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最近の動向・将来の
可能性等 

・バッテリーを使用するものは、これの軽量小型化、長寿命化、
高出力化などが大きな技術課題となっている。 
・ハイブリッド自動車はバスへの導入を前提に開発されてきた
が、小型乗用車での実用化がなされ普及が進んでいる。 
・天然ガス自動車は、ボンベの軽量小型化、充填方式等が技術課
題となっている。現在は圧縮天然ガス(ＣＮＧ)方式が主流であ
るが、液化天然ガス(ＬＮＧ)方式が実用化すれば、燃料積載量
のかなりの増加が期待できるが、まだ技術開発途上である。 
・燃料電池自動車は、軽量小型化、長寿命化等実用化に向けた研
究開発が行われている。 

三重県における利用
可能性 

・自動車保有率の高い三重県では、自動車対策がより重要となる。 
・公用車やバスを始め、商用車、自家用車などに広く普及が期待
される。 
・特別な燃料供給インフラが必要ないことや、技術の完成度等を
考慮すれば、特にハイブリッド自動車が有望と考えられる。 
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三重県における利用
可能性 

・三重県では、北勢地域を中心に石油化学工業をはじめとする製
造業が盛んであるが、既に製造業分野ではコージェネレーショ
ンが普及している。 
・今後は、熱と電気の需要バランスが比較的コージェネレーショ
ンに向いているホテル、旅館、病院、福祉施設のほか、マイク
ロガスタービンを利用したシステムによりいっそう小規模な
施設への導入が期待される。また、燃料電池の実用化の後には、
これによるシステムの急速な普及が見込まれる。 
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３ 新エネルギーの導入目標 

 

（１）目標設定の考え方 

国の総合エネルギー調査会需給部会の長期エネルギー需給見通し（1998年６月）によ

る2010年度における国の供給見通しを、それぞれの新エネルギーの特色を考慮して按分

し、その値を目安とする。その上で、本県における導入実績や施策の方向性を勘案する

など独自の判断を加味し、新エネルギーの種類毎に導入イメージを設定する。 

その新エネルギーの種類毎の導入イメージを従来型一次エネルギー（石油、石炭、天

然ガス等）の削減量（原油換算kl）に換算し、これらの総量を目標として設定する。 

 

（２）目標設定の具体的な方法 

①導入イメージ設定の対象とする新エネルギーの種類 

県として、施策によりその導入を積極的に進めなければならない新エネルギーを導

入イメージ設定の対象とする。 

具体的には、太陽光発電、風力発電、廃棄物発電（廃棄物燃料製造、バイオマスエ

ネルギーを含む）、クリーンエネルギー自動車、コージェネレーション、燃料電池の

６種類を対象とする。 

なお、国の長期エネルギー需給見通しおよび「新エネルギー利用等の促進に関する

基本方針」に挙げられている新エネルギーのうち、太陽熱利用は、技術的に実用化さ

れ採算性も確保できることから、市場原理のなかで自主的な導入が充分期待できると

いう理由で、また逆に、廃棄物熱利用、温度差エネルギーおよび黒液・廃材等は、エ

ネルギーの賦存場所やエネルギー利用形態などによって導入があまり期待できないた

め、導入イメージ設定の対象から除外した。 
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②国の供給見通しから算出した目安 
     

2010年度における国
の供給見通し(Ａ)

(Ａ)から算出した三重
県が目安とする値(Ｂ)

(Ｂ)の算出根拠

太陽光発電 500 万kW 68,000 kW 世帯数により按分

風力発電 30 万kW 4,600 kW 面積比率により按分

廃棄物発電 500 万kW 73,000 kW 人口比率により按分

ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車 365 万台 64,000 台 自動車保有台数により按分

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ 1,002 万kW 200,000 kW 電力消費量(製造業)より按分
うち燃料電池 220 万kW 26,000 kW 電力消費量(民生)より按分

従来型一次ｴﾈﾙｷﾞｰの
削減量（原油換算） 1,375 万kl 222,667 kl 注）参照

CO2排出削減量
（参考）

638 万t-C 104,313 t-C 注）参照
 

注）燃料電池はｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝとして活用されることが大部分であると想定されるため、ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝの内

数として整理する。 

  台数や kW 等の設備規模から原油換算 kl や CO2削減量（t-C）へは、以下のような考え方によって

換算した。ただし、電力は 1kWh＝2,250kcal で一次ｴﾈﾙｷﾞｰに換算、また 1㍑＝9,250kcalで原油換

算した。なお、電力のCO2排出原単位は中部電力の実績および計画（1997年３月）を参考に101g-C/kWh

と想定し、kW×24 時間×365 日×（各設備の利用効率）×101g-C/kWh＝g-C で換算した。 

・太陽光発電： 国の長期ｴﾈﾙｷﾞｰ需給見通しに準拠し、設備利用率を約 11.5％と想定し、

kW×24時間×365日×11.5％×2,250kcal/kWh÷9,250kcal/㍑＝原油換算

ﾘｯﾄﾙで換算した。 

・風力発電：     国の長期ｴﾈﾙｷﾞｰ需給見通しに準拠し、設備利用率を約 18.8％と想定し、

kW×24時間×365日×18.8％×2,250kcal/kWh÷9,250kcal/㍑＝原油換算

ﾘｯﾄﾙで換算した。 

・廃棄物発電： 国の長期ｴﾈﾙｷﾞｰ需給見通しに準拠し、設備利用率を約 62.1％と想定し、

kW×24時間×365日×62.1％×2,250kcal/kWh÷9,250kcal/㍑＝原油換算

ﾘｯﾄﾙで換算した。 

・ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車： 1997 年度のガソリン自家用乗用車の一台当たり平均年間エネルギー消費

は約 1.5 原油 kl（運輸省「自動車輸送統計年報」より）、ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動

車等を想定して 40％のｶﾞｿﾘﾝを削減する想定し、１台あたりの削減量を約

0.6 原油換算 kl、約 0.425t-C として換算した。 

・ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ：    発電効率 30％、設備利用率 65%、総合効率 70％、都市ガスを用いて電力

および A重油を削減すると想定し、kW あたりの削減量を約 0.326 原油換

算 kl、約 0.139t-C として換算した。 

・燃料電池：     発電効率 35％、設備利用率 65%、総合効率 75％、都市ガスを用いて電力

および A重油を削減すると想定し、kW あたりの削減量を約 0.478 原油換

算 kl、約 0.201t-C として換算した。 
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③導入イメージの設定 
 

三重県における
現在の導入量

国の供給見通しから
算出した三重県の目安

三重県における
2010年度の導入ｲﾒｰｼﾞ 導入ｲﾒｰｼﾞの考え方

太陽光発電 1,046 kW 68,000 kW 75,000 kW
新築着工住宅の約10%に3kWの太陽光
発電を設置し、公共施設については
年間1,500kWの設備を設置

風力発電 3,000 kW 4,600 kW 27,000 kW 市町村等の構想および風況調査等を
勘案

廃棄物発電 30,000 kW 73,000 kW 54,000 kW
県のＲＤＦ焼却・発電施設および市
町村の一般廃棄物焼却施設更新計画
を勘案

ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷ゙ ｰ
自動車 378 台 64,000 台 64,000 台 国の供給目標から算出した三重県の

目安を勘案

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ 186,438 kW 200,000 kW 235,000 kW
既に導入が進んでいるため、今後は
小規模設備及び燃料電池による設備
について、年間5,000kW程度設置

うち燃料電池 1,000 kW 26,000 kW 50,000 kW
2006年度以降、既設のｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ
の代替等により、年間10,000kW程度
設置

従来型一次ｴﾈﾙ
ｷﾞｰの削減量
（原油換算）

102,379 kl 222,667 kl 223,228 kl 注）参照

CO2排出削減量
（参考） 43,146 t-C 104,313 t-C 104,642 t-C 注）参照

 
 

注）燃料電池はｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝとして活用されることが大部分であると想定されるため、ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝの内数と

して整理する。また、燃料電池車についてはｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車として整理する。 

合計欄の kl は、原油換算 kl を意味し、1kl=9,250×103kcal である。 

台数や kW 等の設備規模から原油換算 kl および CO2削減量（t-C）へ換算の考え方は、前項「②国の目

標から算出した目安」における換算方法と同様である。 

参考）「三重県における 2010 年度の導入ｲﾒｰｼﾞ」における従来型一次ｴﾈﾙｷﾞｰの削減量 223,228kl は、ﾄﾞﾗﾑ缶

約 110 万本分に相当する。 

 

 

（３）導入目標の設定 

新エネルギーの種類毎に設定した導入イメージを従来型一次エネルギーの削減量（原油

換算 kl）に換算して積み上げた合計削減量を、三重県の新エネルギー導入目標として設

定する。 

2010 年度までに、石油、石炭等の従来型一次エネルギーを原油換算で 22 万 kl 削減

することに相当する量の新エネルギーを県内に導入する。 


